
一

令
和
２
年
度
補
正
予
算
の
成
立

令
和
２
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）
は
、
４
月
３０
日

に
成
立
し
た
。
衆
議
院
で
は
全
会
一
致
、
参
議
院
で
は
予
算
委
員

会
で
全
会
一
致
、
本
会
議
で
は
与
党
と
主
要
野
党
、
日
本
維
新
の

会
の
賛
成
多
数
で
成
立
し
た
。
国
会
論
戦
で
は
、
野
党
か
ら
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
に
対
す
る
政
府
方
針
へ
の
反
対
意
見
も
出

さ
れ
た
が
、
補
正
予
算
の
早
期
成
立
に
は
野
党
も
協
力
姿
勢
を
示

し
た
。
一
日
も
早
く
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
を
推
進
す
る

必
要
が
あ
る
と
の
判
断
か
ら
で
あ
ろ
う
。

も
っ
と
も
、
補
正
予
算
成
立
ま
で
に
は
、
そ
の
前
提
と
な
る
経

済
対
策
が
変
更
さ
れ
た
こ
と
で
、
異
例
の
経
緯
と
な
っ
た
。
４
月

７
日
に
、
政
府
は
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
緊
急
経
済
対

策
」（
以
下
「
緊
急
経
済
対
策
」
と
い
う
）
を
閣
議
決
定
し
た
。

総
額
１
０
８
・
２
兆
円
と
こ
れ
ま
で
に
な
い
規
模
で
あ
る
。
外
出

自
粛
な
ど
を
伴
う
緊
急
事
態
宣
言
の
発
出
と
同
時
に
決
定
し
た
も

の
で
あ
る
。
そ
こ
で
は
、
感
染
症
拡
大
の
収
束
に
目
途
が
つ
く
ま

で
の
間
の
「
緊
急
支
援
フ
ェ
ー
ズ
」
と
、
収
束
後
の
反
転
攻
勢
に

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
と

自
治
体
の
財
政
運
営

小
西

砂
千
夫

関
西
学
院
大
学
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向
け
た
需
要
喚
起
と
社
会
変
革
を
推
進
す
る
「
Ｖ
字
回
復
フ
ェ
ー

ズ
」
に
分
け
て
考
え
ら
れ
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
次
の
５
つ
の

柱
か
ら
な
る
政
策
を
展
開
す
る
と
し
て
い
る
。

Ⅰ

感
染
拡
大
防
止
策
と
医
療
提
供
体
制
の
整
備
及
び
治
療
薬
の

開
発

Ⅱ

雇
用
の
維
持
と
事
業
の
継
続

Ⅲ

次
の
段
階
と
し
て
の
官
民
を
挙
げ
た
経
済
活
動
の
回
復

Ⅳ

強
靱
な
経
済
構
造
の
構
築

Ｖ

今
後
へ
の
備
え

し
か
し
「
Ⅱ

雇
用
の
維
持
と
事
業
の
継
続
」
の
箇
所
の

「
４．

生
活
に
困
っ
て
い
る
世
帯
や
個
人
へ
の
支
援
」
に
盛
り
込

ま
れ
た
内
容
に
対
し
て
批
判
が
起
き
、
公
明
党
が
強
く
反
対
す
る

な
ど
、
与
党
か
ら
も
そ
れ
に
同
調
す
る
動
き
が
み
ら
れ
た
。
そ
こ

で
は
次
の
よ
う
に
書
か
れ
て
い
た
。

感
染
症
の
影
響
を
受
け
収
入
が
減
少
し
、
事
態
収
束
も
見
通
せ
ず

に
日
々
の
生
活
に
困
窮
し
て
い
る
方
々
に
対
し
、
迅
速
に
、
手
厚

い
、
思
い
切
っ
た
支
援
の
手
を
差
し
伸
べ
る
観
点
か
ら
、
休
業
等

に
よ
り
収
入
が
減
少
し
、
生
活
に
困
っ
て
い
る
世
帯
に
対
し
て
、

生
活
維
持
の
た
め
に
必
要
な
資
金
を
迅
速
に
交
付
す
る
新
し
い
給

付
金
制
度
を
創
設
す
る
。
具
体
的
に
は
、
世
帯
主
の
月
間
収
入

（
本
年
２
月
〜
６
月
の
任
意
の
月
）
が
、
①
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
発
生
前
に
比
べ
て
減
少
し
、
か
つ
年
間
ベ
ー
ス
に
引
き

直
す
と
個
人
住
民
税
均
等
割
非
課
税
水
準
と
な
る
低
所
得
世
帯
や
、

②
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
発
生
前
に
比
べ
て
大
幅
に
減
少

（
半
減
以
上
）
し
、
か
つ
年
間
ベ
ー
ス
に
引
き
直
す
と
個
人
住
民

税
均
等
割
非
課
税
水
準
の
２
倍
以
下
と
な
る
世
帯
等
を
対
象
と
し

て
、
１
世
帯
当
た
り
３０
万
円
の
給
付
を
行
う
。
給
付
に
当
た
り
、

収
入
状
況
を
証
す
る
書
類
等
を
付
し
て
市
町
村
に
申
請
を
行
う
こ

と
と
な
る
が
、
市
町
村
の
事
務
負
担
を
考
慮
す
る
と
と
も
に
、
文

化
芸
術
を
は
じ
め
と
す
る
業
態
の
特
殊
性
も
含
め
、
申
請
者
の
事

務
負
担
を
考
慮
し
て
、
可
能
な
限
り
簡
便
な
手
続
と
す
る

そ
こ
に
あ
る
よ
う
に
、
低
所
得
で
あ
る
こ
と
や
収
入
が
激
減
し

た
世
帯
に
対
し
て
３０
万
円
の
給
付
（
生
活
支
援
臨
時
給
付
金
（
仮

称
））
を
行
う
と
さ
れ
て
い
た
。
し
か
し
、「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
拡
大
に
伴
う
緊
急
経
済
対
策
の
目
玉
で
あ
る
３０
万
円
給
付

は
、『
対
象
が
狭
い
』『
制
度
が
分
か
り
に
く
い
』
と
反
発
を
招
い

て
い
た
。
布
製
マ
ス
ク
配
布
や
、
シ
ン
ガ
ー
・
ソ
ン
グ
ラ
イ
タ
ー

の
星
野
源
さ
ん
の
歌
に
合
わ
せ
た
動
画
も
不
興
を
買
っ
た
」（『
讀

賣
新
聞
』
４
月
１８
日
朝
刊
１
面
「﹇
政
治
の
現
場
﹈
新
型
コ
ロ
ナ

（
６
）現
金
給
付

揺
れ
る
「
１
強
」（
連
載
）」
と
報
道
さ
れ
て
い
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る
よ
う
に
、
大
き
な
社
会
的
反
発
を
買
う
こ
と
に
な
っ
た
。
そ
こ

で
、
政
治
判
断
に
よ
っ
て
、
一
律
１０
万
円
給
付
に
切
り
替
え
ら
れ

る
こ
と
と
な
っ
た
。

４
月
２０
日
の
閣
議
決
定
で
修
正
さ
れ
た
緊
急
経
済
対
策
（
以
下
、

本
稿
で
は
、
修
正
後
の
対
策
を
指
す
こ
と
と
す
る
）
で
は
、
先
の

引
用
箇
所
は
次
の
よ
う
に
改
め
ら
れ
た
。

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
に
基
づ
く
緊
急
事
態

宣
言
の
下
、
生
活
の
維
持
に
必
要
な
場
合
を
除
き
、
外
出
を
自
粛

し
、
人
と
人
と
の
接
触
を
最
大
限
削
減
す
る
必
要
が
あ
る
。
医
療

現
場
を
は
じ
め
と
し
て
全
国
各
地
の
あ
ら
ゆ
る
現
場
で
取
り
組
ん

で
お
ら
れ
る
方
々
へ
の
敬
意
と
感
謝
の
気
持
ち
を
持
ち
、
人
々
が

連
帯
し
て
、
一
致
団
結
し
、
見
え
ざ
る
敵
と
の
闘
い
と
い
う
国
難

を
克
服
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
た
め
、
感
染
拡
大
防
止
に

留
意
し
つ
つ
、
簡
素
な
仕
組
み
で
迅
速
か
つ
的
確
に
家
計
へ
の
支

援
を
行
う
こ
と
と
し
、
一
律
に
、
一
人
当
た
り
１０
万
円
の
給
付
を

行
う

１０
万
円
の
給
付
で
あ
る
特
別
定
額
給
付
金
は
一
律
の
給
付
で
あ

る
が
、
困
窮
者
に
対
す
る
支
援
は
そ
れ
だ
け
で
は
な
く
、
こ
の
引

用
箇
所
の
あ
と
に
、
次
の
よ
う
な
個
別
の
施
策
が
列
挙
さ
れ
て
い

る
。

・
子
育
て
世
帯
へ
の
臨
時
特
別
給
付
金
（
内
閣
府
）

・
国
民
健
康
保
険
料
、
介
護
保
険
料
等
の
減
免
を
行
っ
た
市
町
村

等
に
対
す
る
財
政
支
援
（
厚
生
労
働
省
）

・
収
入
が
下
が
っ
た
方
に
対
す
る
国
民
年
金
保
険
料
の
免
除
（
厚

生
労
働
省
）

・
個
人
向
け
緊
急
小
口
資
金
等
の
特
例
貸
付
の
継
続
（
厚
生
労
働

省
）

・
住
居
確
保
給
付
金
の
支
給
対
象
見
直
し
に
よ
る
支
援
の
拡
充

（
厚
生
労
働
省
）

・
奨
学
金
や
授
業
料
の
減
免
を
通
じ
た
支
援
（
文
部
科
学
省
）

・
未
払
賃
金
立
替
払
の
迅
速
・
確
実
な
実
施
（
厚
生
労
働
省
）

・
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
住
宅
の
家
賃
低
廉
化
な
ど
住
ま
い
の
確
保

支
援
（
国
土
交
通
省
）

・
自
殺
リ
ス
ク
の
高
ま
り
に
対
応
す
る
た
め
の
Ｓ
Ｎ
Ｓ
相
談
事
業

等
の
拡
充
（
厚
生
労
働
省
）

・
配
偶
者
暴
力
の
深
刻
化
に
対
応
す
る
た
め
の
相
談
体
制
の
拡
充

（
内
閣
府
）

・
法
的
ト
ラ
ブ
ル
解
決
に
向
け
た
法
テ
ラ
ス
に
よ
る
支
援
の
充
実

（
法
務
省
）

・
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
等
に
お
け
る
相
談
体
制
の
強
化
（
消
費
者

庁
）

一
律
給
付
の
特
別
定
額
給
付
金
に
切
り
替
え
た
も
の
の
、「
生

活
に
困
っ
て
い
る
世
帯
や
個
人
へ
の
支
援
」
と
い
う
表
題
は
変
え
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て
い
な
い
。
先
の
引
用
箇
所
で
は
、
医
療
従
事
者
等
に
感
謝
し
、

国
民
み
ん
な
が
連
帯
す
る
必
要
性
こ
そ
強
調
さ
れ
て
い
る
が
、
特

別
定
額
給
付
金
が
困
窮
者
支
援
に
当
た
る
の
か
ど
う
か
は
、
判
断

を
避
け
た
印
象
が
あ
る
。
か
と
い
っ
て
、
消
費
拡
大
を
目
的
と
し

た
経
済
政
策
と
い
う
方
針
転
換
で
は
な
い
。

こ
の
よ
う
に
し
て
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
緊
急
経
済
対
策
を
受
け

て
、
補
正
予
算
案
を
修
正
す
る
閣
議
決
定
が
行
わ
れ
た
。
一
度
、

閣
議
決
定
さ
れ
た
予
算
案
を
修
正
す
る
の
は
、
補
正
予
算
で
は
初

め
て
の
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
枠
組
み
は
、
表
１
で
示
し
て
い
る
。

補
正
予
算
の
規
模
は
２５
兆
６
９
１
４
億
円
で
あ
る
。
修
正
前
の

補
正
予
算
案
の
規
模
は
１６
兆
８
０
５
７
億
円
に
対
し
て
大
き
く
伸

び
て
い
る
。
表
１
に
あ
る
よ
う
に
、
歳
入
の
す
べ
て
は
国
債
発
行

で
賄
わ
れ
、
そ
の
大
半
が
特
例
国
債
で
あ
る
。
一
方
、
歳
出
の
大

半
が
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
緊
急
経
済
対
策
関
係
経
費
で

あ
り
、
そ
の
内
数
で
あ
る
「
雇
用
の
維
持
と
事
業
の
継
続
」
は
１９

兆
４
９
０
５
億
円
と
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
る
。
そ
こ
に
含
ま

れ
る
、
特
別
定
額
給
付
金
は
１２
兆
８
８
０
３
億
円
で
あ
る
。
修
正

前
の
補
正
予
算
案
で
、
生
活
支
援
臨
時
給
付
金
（
生
活
に
困
っ
て

い
る
世
帯
に
対
す
る
新
た
な
給
付
金
）
の
予
算
規
模
は
４
兆
２
０

６
億
円
で
あ
っ
た
。
特
別
定
額
給
付
金
（
全
国
す
べ
て
の
人
々
へ

表１ 令和２年度一般会計補正予算（第１号）フレーム
（単位：億円）

歳 出 歳 入

１．新型コロナウイルス感染症緊
急経済対策関係経費 ２５５，６５５

（１）感染拡大防止策と医療提供
体制の整備及び治療薬の開発 １８，０９７

（２）雇用の維持と事業の継続 １９４，９０５

（３）次の段階としての官民を挙
げた経済活動の回復 １８，４８２

（４）強靱な経済構造の構築 ９，１７２

（５）新型コロナウイルス感染症
対策予備費 １５，０００

２．国債整理基金特別会計へ繰入 １，２５９

１．公債金 ２５６，９１４

（１）建設公債 ２３，２９０

（２）特例公債 ２３３，６２４

合 計 ２５６，９１４ 合 計 ２５６，９１４

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。
（出所） 財務省資料
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の
新
た
な
給
付
金
）
に
変
更
し
た
こ
と
で
、
予
算
規
模
が
９
兆
円

近
く
拡
大
し
て
い
る
。

二

緊
急
経
済
対
策
に
伴
う

地
方
税
の
軽
減
措
置
と
代
替
財
源

緊
急
経
済
対
策
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
お
よ
び

そ
の
蔓
延
防
止
の
た
め
の
措
置
の
影
響
に
よ
り
厳
し
い
状
況
に
置

か
れ
て
い
る
納
税
者
に
対
し
、
緊
急
に
必
要
な
税
制
上
の
措
置
を

講
ず
る
こ
と
を
盛
り
込
ん
で
い
る
。
そ
こ
で
、「
収
入
に
相
当
の

減
少
が
あ
っ
た
事
業
者
の
国
税
・
地
方
税
及
び
社
会
保
険
料
に
つ

い
て
、
無
担
保
か
つ
延
滞
税
な
し
で
１
年
間
、
納
付
を
猶
予
す
る

特
例
を
設
け
る
」
と
さ
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
固
定
資
産
税
に
つ

い
て
は
特
に
、
次
の
よ
う
に
述
べ
ら
れ
て
い
る
。

厳
し
い
経
営
環
境
に
あ
る
中
小
事
業
者
等
に
対
し
て
、
令
和
３
年

度
課
税
の
１
年
分
に
限
り
、
償
却
資
産
及
び
事
業
用
家
屋
に
係
る

固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
の
負
担
を
２
分
の
１
又
は
ゼ
ロ
と

す
る
。
ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
を
受
け
な

が
ら
も
新
規
に
設
備
投
資
を
行
う
中
小
事
業
者
等
を
支
援
す
る
観

点
か
ら
、
生
産
性
革
命
の
実
現
に
向
け
た
固
定
資
産
税
の
特
例
措

置
の
拡
充
・
延
長
を
行
う
。
こ
れ
ら
の
措
置
に
よ
る
減
収
額
に
つ

い
て
は
、
全
額
国
費
で
補
塡
す
る
。

そ
の
ほ
か
に
、
自
動
車
税
・
軽
自
動
車
税
環
境
性
能
割
の
臨
時

的
軽
減
の
延
長
も
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。
そ
れ
ら
を
受
け
て
、
補

正
予
算
関
連
法
と
し
て
地
方
税
法
が
改
正
さ
れ
た
。
そ
の
概
要
は
、

資
料
１
の
よ
う
に
取
り
ま
と
め
ら
れ
て
い
る
。

資
料
１
に
あ
る
よ
う
に
、
税
制
上
の
措
置
に
伴
う
減
収
分
は
、

い
ず
れ
も
何
ら
か
の
財
政
措
置
が
講
じ
ら
れ
る
。
災
害
時
に
は
、

災
害
対
策
基
本
法
に
基
づ
い
て
、
地
方
税
、
使
用
料
、
手
数
料
そ

の
他
の
徴
収
金
で
災
害
の
た
め
の
減
免
を
行
う
場
合
に
、
歳
入
欠

か
ん
債
が
発
行
で
き
る
と
い
う
仕
組
み
が
あ
る
が
、
東
日
本
大
震

災
で
は
復
興
特
別
交
付
税
で
全
額
措
置
す
る
方
法
が
と
ら
れ
た
。

そ
れ
に
対
し
て
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
で
は
、
つ
な
ぎ
の

地
方
債
で
資
金
手
当
を
す
る
ほ
か
は
、
全
額
国
費
補
塡
が
講
じ
ら

れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

徴
収
の
猶
予
制
度
の
特
例
に
対
し
て
は
、
資
料
１
で
は
地
方
債

の
特
例
措
置
の
創
設
と
し
て
い
る
。
４
月
７
日
付
の
総
務
省
自
治

財
政
局
財
政
課
か
ら
の
事
務
連
絡
「
令
和
２
年
度
補
正
予
算
（
第

１
号
）
に
伴
う
対
応
等
に
つ
い
て
」
で
は
、「
地
方
税
の
徴
収
の

猶
予
制
度
の
特
例
創
設
に
伴
う
令
和
２
年
度
の
一
時
的
な
減
収
に
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資料１ 地方税法等の一部を改正する法律の概要〔施行：原則公布の日〕
令和２年４月、総務省

１ 徴収の猶予制度の特例

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により令和２年２月以降の収入に相当の減少があり、
納税することが困難である事業者等に対し、無担保かつ延滞金なしで１年間徴収を猶予
できる特例を設ける。
※ この特例創設に伴う地方公共団体の一時的な減収に対応するため、地方債の特例措置を
創設。 【地方財政法（昭和２３年法律第１０９号）の改正】

２ 固定資産税

◎ 中小事業者等が所有する償却資産及び事業用家屋に係る固定資産税等の軽減措置
○ 厳しい経営環境にある（※）中小事業者等に対して、令和３年度課税の１年分に限り、
償却資産及び事業用家屋に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準を２分の１又はゼ
ロとする。
（※）令和２年２月～１０月までの任意の３ヶ月間の売上高が、前年の同期間と比べて、

３０％以上５０％未満減少している者 ２分の１
５０％以上減少している者 ゼロ

◎生産性革命の実現に向けた固定資産税の特例措置の拡充
○ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも新規に設備投資を行う中小事業者等
を支援する観点から、適用対象に一定の事業用家屋及び構築物を加える。
※ これらの措置に伴う減収については、新たに創設する「新型コロナウイルス感染症対策
地方税減収補塡特別交付金（仮称）」により全額を補塡。

３ 自動車税・軽自動車税環境性能割の臨時的軽減の延長

○ 自動車税・軽自動車税環境性能割の税率を１％分軽減する特例措置の適用期限を６月
延長し、令和３年３月３１日までに取得したものを対象とする。
※ この措置に伴う減収については、自動車税減収補塡特例交付金及び軽自動車税減収補塡
特例交付金により全額を補塡。
【地方特例交付金等の地方財政の特別措置に関する法律（平成１１年法律第１７号）の改正】

４ その他

○ 住宅ローン控除の適用要件の弾力化に係る対応
○ 耐震改修した住宅に係る不動産取得税の特例措置の適用要件の弾力化
○ イベントを中止等した主催者に対する払戻請求権を放棄した者への寄附金控除の適用
に係る対応

（出所） 総務省資料
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対
応
す
る
た
め
、
地
方
財
政
法
第
５
条
の
特
例
債
で
あ
る
資
金
手

当
の
た
め
の
地
方
債
を
発
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
て
い

る
」
と
記
さ
れ
て
い
る
。
償
還
期
間
の
短
い
地
方
債
で
減
収
分
を

措
置
す
る
と
い
う
趣
旨
と
思
わ
れ
る
。

次
い
で
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
資
料
１
に
よ
る
と
、「
中

小
事
業
者
等
が
所
有
す
る
償
却
資
産
及
び
事
業
用
家
屋
に
係
る
固

定
資
産
税
等
の
軽
減
措
置
」「
生
産
性
革
命
の
実
現
に
向
け
た
固

定
資
産
税
の
特
例
措
置
の
拡
充
・
延
長
」
が
行
わ
れ
る
が
、
ど
ち

ら
も
減
収
分
は
全
額
国
費
で
補
塡
さ
れ
る
。
国
費
補
塡
分
は
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
地
方
税
減
収
補
塡
特
別
交
付
金

に
よ
っ
て
措
置
さ
れ
、
令
和
３
年
度
か
ら
の
課
税
分
が
対
象
と
な

る
。
ま
た
、
４
月
２０
日
に
成
立
し
た
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
の
附
則
で
基
準
財
政
収
入
額
の
算
定
方
法
の
特
例
を
設

け
、
特
別
交
付
金
の
額
は
基
準
財
政
収
入
額
に
算
入
し
な
い
と
さ

れ
た
（
減
収
補
塡
特
例
交
付
金
は
基
準
財
政
収
入
額
に
算
入
す

る
）。さ

ら
に
、
自
動
車
税
、
軽
自
動
車
税
環
境
性
能
割
の
臨
時
的
軽

減
を
６
か
月
延
長
し
て
、
令
和
３
年
３
月
３１
日
ま
で
に
取
得
し
た

も
の
を
対
象
と
す
る
こ
と
と
し
、
そ
の
減
収
額
に
つ
い
て
は
、
減

収
補
塡
特
例
交
付
金
で
補
塡
す
る
と
さ
れ
て
い
る
。

三

特
別
定
額
給
付
金
と
そ
の
運
用

特
別
定
額
給
付
金
の
概
要
は
、
資
料
２
に
示
し
て
い
る
よ
う
に
、

市
区
町
村
が
実
施
す
る
も
の
で
あ
り
、
実
施
に
要
す
る
経
費
（
給

付
事
業
費
及
び
事
務
費
）
に
つ
い
て
は
、
国
が
補
助
（
補
助
率
１０

分
の
１０
）
す
る
も
の
で
あ
る
。
給
付
対
象
者
は
、
基
準
日
（
令
和

２
年
４
月
２７
日
）
に
お
い
て
、
住
民
基
本
台
帳
に
記
録
さ
れ
て
い

る
者
で
あ
り
、
受
給
権
者
は
、
そ
の
者
の
属
す
る
世
帯
の
世
帯
主

で
あ
る
。
給
付
額
は
給
付
対
象
者
１
人
に
つ
き
１０
万
円
で
あ
る
。

定
額
給
付
金
は
、
そ
の
創
設
の
経
緯
に
照
ら
せ
ば
、
い
か
に
早

期
に
国
民
に
手
渡
せ
る
か
が
重
要
と
さ
れ
て
い
る
。
４
月
２０
日
付

の
総
務
大
臣
通
知
「
特
別
定
額
給
付
金
（
仮
称
）
事
業
の
実
施
に

つ
い
て
」
で
は
、
冒
頭
部
分
で
、「
本
日
、『
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
緊
急
経
済
対
策
』（
令
和
２
年
４
月
２０
日
閣
議
決
定
）

が
閣
議
決
定
さ
れ
、
感
染
拡
大
防
止
に
留
意
し
つ
つ
、
簡
素
な
仕

組
み
で
迅
速
か
つ
的
確
に
家
計
へ
の
支
援
を
行
う
た
め
、
特
別
定

額
給
付
金
（
仮
称
）
事
業
が
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
」
と
あ
る
。

す
な
わ
ち
、
迅
速
か
つ
的
確
に
家
計
支
援
を
行
う
こ
と
が
重
要
と

さ
れ
る
。

取
り
や
め
に
な
っ
た
３０
万
円
の
生
活
支
援
臨
時
給
付
金
は
、
低
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所
得
で
あ
っ
て
収
入
が
激
減
し
た
こ
と

を
給
付
の
要
件
と
し
て
い
た
の
で
、
申

請
時
に
そ
の
条
件
を
満
た
す
書
類
等
を

提
出
す
る
必
要
が
あ
り
、
そ
の
審
査
の

手
続
き
を
考
え
る
と
、
給
付
ま
で
の
相

当
な
時
間
が
か
か
る
。
一
律
１０
万
円
の

給
付
に
切
り
替
え
た
の
は
、
手
元
に
現

金
を
で
き
る
だ
け
早
く
届
け
る
こ
と
に

主
眼
が
あ
っ
た
。

補
正
予
算
成
立
後
の
５
月
１
日
の
高

市
早
苗
総
務
大
臣
の
記
者
会
見
で
は
、

「
令
和
２
年
度
補
正
予
算
の
成
立
を
受

け
ま
し
て
、
本
日
の
閣
議
で
内
閣
総
理

大
臣
か
ら
本
補
正
予
算
を
含
め
た
緊
急

経
済
対
策
の
各
施
策
を
迅
速
か
つ
着
実

に
実
施
す
る
よ
う
指
示
が
な
さ
れ
ま
し

た
。
私
か
ら
も
、
可
能
な
限
り
迅
速
な

給
付
に
向
け
て
準
備
が
進
め
ら
れ
て
い

る
特
別
定
額
給
付
金
事
業
を
は
じ
め
、

地
方
公
共
団
体
に
対
し
迅
速
か
つ
適
切

資料２ 特別定額給付金（仮称）事業（案）の概要
１．施策の目的

「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」（令和２年４月２０日閣議決定）において、
「新型インフルエンザ等対策特別措置法の緊急事態宣言の下、（中略）人々が連帯して一
致団結し、見えざる敵との闘いという国難を克服しなければならない」と示され、このた
め、感染拡大防止に留意しつつ、簡素な仕組みで迅速かつ的確に家計への支援を行う。

２．事業費（令和２年度補正予算（第１号）案計上額）
１２兆８，８０２億９３百万円 ・給付事業費 １２兆７，３４４億１４百万円

・事務費 １，４５８億７９百万円

３．事業の実施主体と経費負担
・実施主体は市区町村
・実施に要する経費（給付事業費及び事務費）については、国が補助（補助率１０／１０）

４．給付対象者及び受給権者
・給付対象者は、基準日（令和２年４月２７日）において、住民基本台帳に記録されている
者

・受給権者は、その者の属する世帯の世帯主

５．給付額
給付対象者１人につき１０万円

６．給付金の申請及び給付の方法
感染拡大防止の観点から、給付金の申請は次の①及び②を基本とし、給付は、原則とし
て申請者の本人名義の銀行口座への振込みにより行う。
（※） なお、やむを得ない場合に限り、窓口における申請及び給付を認める。その際、受付窓

口の分散や消毒薬の配置といった感染拡大防止策の徹底を図る。
① 郵送申請方式
・市区町村から受給権者宛てに郵送された申請書に振込先口座を記入し、振込先口座の
確認書類と本人確認書類の写しとともに市区町村に郵送

② オンライン申請方式（マイナンバーカード所持者が利用可能）
・マイナポータルから振込先口座を入力した上で、振込先口座の確認書類をアップロー
ドし、電子申請（電子署名により本人確認を実施し、本人確認書類は不要）

７．受付及び給付開始日
・市区町村において決定（緊急経済対策の趣旨を踏まえ、可能な限り迅速な支給開始を目
指すことをお願いする）

・「①郵送申請方式」「②オンライン申請方式」それぞれに受付開始日を設定可能
・申請期限は、郵送申請方式の申請受付開始日から３か月以内
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な
事
業
執
行
に
取
り
組
ん
で
い
た
だ
く
旨
の
要
請
を
行
う
こ
と
を

発
言
し
、
本
日
、
そ
の
通
知
を
発
出
い
た
し
ま
す
」
と
述
べ
て
い

る
。迅

速
な
実
施
を
実
現
す
る
た
め
に
、
給
付
手
続
き
の
簡
素
化
が

図
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
資
料
２
で
は
、「
給
付
金
の
申
請

及
び
給
付
の
方
法
」
に
つ
い
て
、「
感
染
拡
大
防
止
の
観
点
か
ら
、

給
付
金
の
申
請
は
次
の
①
及
び
②
を
基
本
と
し
、
給
付
は
、
原
則

と
し
て
申
請
者
の
本
人
名
義
の
銀
行
口
座
へ
の
振
込
み
に
よ
り
行

う
。」「
な
お
、
や
む
を
得
な
い
場
合
に
限
り
、
窓
口
に
お
け
る
申

請
及
び
給
付
を
認
め
る
。
そ
の
際
、
受
付
窓
口
の
分
散
や
消
毒
薬

の
配
置
と
い
っ
た
感
染
拡
大
防
止
策
の
徹
底
を
図
る
。」
と
さ
れ

て
い
る
。
２
つ
の
方
式
と
は
、

①

郵
送
申
請
方
式

・
市
区
町
村
か
ら
受
給
権
者
宛
て
に
郵
送
さ
れ
た
申
請
書
に

振
込
先
口
座
を
記
入
し
、
振
込
先
口
座
の
確
認
書
類
と
本

人
確
認
書
類
の
写
し
と
と
も
に
市
区
町
村
に
郵
送

②

オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
方
式
（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
所
持
者

が
利
用
可
能
）

・
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
か
ら
振
込
先
口
座
を
入
力
し
た
上
で
、

振
込
先
口
座
の
確
認
書
類
を
ア
ッ
プ
ロ
ー
ド
し
、
電
子
申

請
（
電
子
署
名
に
よ
り
本
人
確
認
を
実
施
し
、
本
人
確
認

書
類
は
不
要
）

と
い
う
も
の
で
あ
る
。
と
こ
ろ
で
、
②
の
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
を
利

用
し
た
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
に
つ
い
て
は
、
全
市
区
町
村
で
利
用
可

能
と
い
う
わ
け
で
は
な
い
。
そ
こ
で
、
先
に
紹
介
し
た
総
務
大
臣

会
見
で
も
、
次
の
よ
う
に
そ
の
必
要
性
を
強
調
し
て
い
る
。
小
規

模
町
村
で
、
世
帯
数
が
限
ら
れ
て
い
る
の
で
、
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請

が
な
く
て
も
早
期
に
実
施
が
可
能
な
場
合
を
除
い
て
、
マ
イ
ナ

ポ
ー
タ
ル
を
通
じ
た
申
請
が
で
き
る
よ
う
な
取
り
組
み
が
、
市
区

町
村
に
要
請
さ
れ
て
い
る
。

オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
に
つ
い
て
は
、
内
閣
府
に
お
い
て
シ
ス
テ
ム
の

整
備
を
行
い
、
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
に
お
い
て
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー

ド
を
活
用
し
た
申
請
受
け
付
け
を
全
市
区
町
村
が
実
施
で
き
る
状

況
を
本
日
ま
で
に
整
え
ま
し
た
。
こ
れ
ま
で
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
と

つ
な
い
で
い
な
か
っ
た
市
区
町
村
も
利
用
で
き
る
と
い
う
こ
と
に

な
り
ま
し
た
。
受
付
開
始
日
は
各
市
区
町
村
の
ご
判
断
で
ご
ざ
い

ま
す
が
、
早
速
本
日
か
ら
６
７
９
市
区
町
村
で
申
請
受
け
付
け
が

開
始
さ
れ
て
お
り
ま
す
の
で
、
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
に
つ
き
ま
し
て

も
引
き
続
き
市
区
町
村
に
積
極
的
な
活
用
を
促
し
た
い
と
思
っ
て

お
り
ま
す
。
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現
在
の
状
況
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大
を

抑
え
込
む
こ
と
が
急
務
で
あ
る
が
、
そ
れ
に
成
功
し
た
と
し
て
も
、

日
常
生
活
は
大
き
く
変
わ
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。
市
区
町
村
の

窓
口
に
住
民
が
列
を
な
す
と
い
う
よ
う
な
状
況
を
避
け
る
た
め
に
、

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
普
及
を
前
提
と
し
て
、
電
子
申
請
を
大

幅
に
拡
大
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策

の
一
環
と
し
て
電
子
マ
ネ
ー
の
普
及
が
進
め
ら
れ
て
い
る
よ
う
に
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
を
機
会
に
多
く
の
こ
と
が
変
化
す
る

と
予
想
さ
れ
る
。
自
治
体
も
そ
の
こ
と
へ
の
対
応
が
求
め
ら
れ
て

い
る
。

特
別
定
額
給
付
金
の
事
務
費
に
つ
い
て
は
、
１０
分
の
１０
の
補
助

率
で
、
総
額
で
１
４
５
８
億
７９
百
万
円
が
予
算
化
さ
れ
て
お
り
、

４
月
２０
日
付
の
事
務
連
絡
で
、
市
区
町
村
の
世
帯
数
の
規
模
ご
と

に
、
交
付
の
目
安
額
が
示
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
算
定
式
は
、

９
２
４
１
円
（
全
自
治
体
共
通
）

＋
世
帯
数
×
１
８
７
１
円
（
世
帯
数
に
比
例
す
る
経
費
）

と
さ
れ
て
お
り
、
給
付
に
か
か
る
シ
ス
テ
ム
改
修
費
用
な
ど
を
見

込
ん
だ
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
事
務
費
負
担
で
市
区
町
村
に
迷
惑

を
か
け
な
い
た
め
の
配
慮
と
考
え
ら
れ
る
。

運
用
に
当
た
っ
て
は
、
Ｄ
Ｖ
被
害
等
へ
の
配
慮
が
必
要
と
な
る

こ
と
か
ら
、
４
月
２２
日
に
は
、
総
務
省
自
治
行
政
局
地
域
政
策
課

特
別
定
額
給
付
金
室
長
か
ら
事
務
連
絡
「
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
を

理
由
と
す
る
避
難
事
例
に
お
け
る
特
別
定
額
給
付
金
関
係
事
務
処

理
に
つ
い
て
」
が
発
出
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
給
付
金
に
か
か
る

詐
欺
行
為
の
防
止
に
も
自
治
体
と
し
て
は
目
を
配
ら
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

四

臨
時
交
付
金
と
そ
の
運
用

１

臨
時
交
付
金
と
は

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
の
地
方
財
政
措
置
で
は
、
相
当
早

い
時
期
か
ら
、
自
治
体
に
１
兆
円
の
一
般
財
源
を
臨
時
交
付
金
と

し
て
交
付
す
る
こ
と
が
浮
上
し
て
い
た
。
そ
れ
は
リ
ー
マ
ン

シ
ョ
ッ
ク
の
際
の
臨
時
交
付
金
の
例
に
倣
う
と
い
う
発
想
が
あ
っ

た
と
考
え
ら
れ
る
。
平
成
２１
年
度
補
正
予
算
（
第
１
号
）
に
計
上

さ
れ
た
１
兆
円
の
「
地
域
活
性
化
・
経
済
危
機
対
策
臨
時
交
付

金
」
は
、
内
閣
府
に
一
括
計
上
さ
れ
、
各
府
省
に
移
し
替
え
て
執

行
す
る
方
式
を
と
り
、
対
象
は
実
施
計
画
に
基
づ
く
地
方
単
独
事

業
と
国
庫
補
助
事
業
の
地
方
負
担
で
あ
り
、
そ
の
合
計
額
に
対
し

て
、
基
準
財
政
需
要
額
の
算
定
方
法
に
準
じ
る
外
形
標
準
に
基
づ
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き
算
定
さ
れ
た
交
付
限
度
額
を
上
限
と
し
て
交
付
す
る
も
の
で

あ
っ
た
。
こ
の
ス
キ
ー
ム
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
の
臨

時
交
付
金
で
も
基
本
的
に
踏
襲
さ
れ
た
が
、
配
分
基
準
等
で
は
異

な
る
点
も
多
い
。

令
和
２
年
度
補
正
予
算
成
立
の
翌
日
の
５
月
１
日
、「
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応
地
方
創
生
臨
時
交
付
金
制
度
要
綱
」

（
以
下
「
制
度
要
綱
」
と
い
う
）
が
各
都
道
府
県
知
事
宛
に
発
出

さ
れ
た
。
ま
た
、
同
日
、
内
閣
府
地
方
創
生
推
進
室
は
「
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応
地
方
創
生
臨
時
交
付
金
〜
脱
コ
ロ
ナ

に
向
け
た
協
生
支
援
金
」（
以
下
「
臨
時
交
付
金
説
明
資
料
」
と

い
う
）
を
公
表
し
て
い
る
。

臨
時
交
付
金
説
明
資
料
に
よ
る
と
、
臨
時
交
付
金
の
概
要
は
表

２
の
と
お
り
で
あ
る
。
図
１
で
示
し
た
よ
う
に
、
交
付
限
度
額
の

算
定
方
法
は
、
大
き
く
地
方
単
独
事
業
と
国
庫
補
助
事
業
の
補
助

裏
に
区
分
さ
れ
る
。
地
方
単
独
事
業
は
、
市
町
村
分
と
都
道
府
県

分
に
区
分
さ
れ
、
そ
れ
ぞ
れ
人
口
、
財
政
力
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
の
感
染
状
況
等
に
基
づ
き
、
交
付
限
度
額
を
算
定
す
る
。
一

方
、
国
庫
補
助
事
業
分
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
緊
急

包
括
支
援
交
付
金
１
５
０
０
億
円
程
度
の
補
助
裏
と
、
そ
の
他
国

庫
補
助
事
業
１
６
０
０
億
円
程
度
の
補
助
裏
に
対
し
て
、
国
庫
補

表２ 臨時交付金の概要

１ 補正予算計上額 １兆円

２ 所管 内閣府（地方創生推進室） ただし、各府省に移し替えて執行

３ 交付対象等
（１）交 付 対 象 実施計画を策定する地方公共団体（都道府県・市町村）
（２）交 付 方 法 実施計画に掲載された事業のうち国庫補助事業の地方負担分と地方単

独事業の所要経費の合計額に対し、交付限度額を上限として交付金を
交付

（３）交付限度額 人口、財政力、新型コロナウイルスの感染状況、国庫補助事業の地方
負担額等に基づき算定
※ソフト事業を中心とし、それに付随するハード事業も対象
また、交付決定前に実施された事業であっても、令和２年４月１日以
降に実施された事業であれば遡って対象

４ 使途
地方公共団体が地域の実情に応じてきめ細やかに実施する
・新型コロナウイルス感染症に対する対応（感染拡大の防止策、医療提供体制の整備）
・新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた地域経済、住民生活の支援等の事業に
充当
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助
事
業
の
地
方
負
担
額
に
基
づ
き
交
付
限
度
額
を
算
定
す
る
も
の

で
あ
る
。
対
象
と
な
る
補
助
事
業
に
つ
い
て
は
、
制
度
要
綱
の
別

表
対
象
事
業
に
示
さ
れ
て
い
る
。

交
付
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
で
は
、
地
方
単
独
事
業
が
先
行
す
る
。
５

月
１
日
に
は
交
付
限
度
額
が
提
示
さ
れ
て
お
り
、
自
治
体
は
制
度

要
綱
に
基
づ
い
て
実
施
計
画
の
検
討
を
行
う
（
そ
の
参
考
資
料
と

し
て
、
内
閣
府
地
方
創
生
推
進
室
は
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
対
応
地
方
創
生
臨
時
交
付
金
の
活
用
事
例
集
」
を
示
し
て
い

る
）。
単
独
事
業
分
に
係
る
実
施
計
画
（
第
１
次
）
の
提
出
期
限

は
５
月
２９
日
で
あ
り
、
そ
の
３
週
間
程
度
で
、
実
施
計
画
の
確
認

を
し
て
第
１
次
交
付
決
定
と
な
る
。
そ
の
後
、
補
助
事
業
分
に
か

か
る
交
付
手
続
き
が
始
ま
る
が
、
補
助
事
業
分
の
実
施
計
画
（
第

２
次
）
の
提
出
期
限
は
、
現
時
点
で
は
未
定
と
さ
れ
て
い
る
。

２

地
方
単
独
事
業
分
の
算
定
方
法

制
度
要
綱
の
別
紙
に
は
、
地
方
単
独
事
業
分
の
算
定
方
法
が
説

明
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
考
え
方
を
筆
者
が
整
理
し
た
も
の
が
、
図

２
（
都
道
府
県
分
）
と
図
３
（
市
町
村
分
）
で
あ
る
。
図
２
で
、

都
道
府
県
分
は
、
算
定
式
の
括
弧
の
な
か
で
、
前
半
の
「
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
対
す
る
対
応
（
感
染
拡
大
の
防
止
策
、

図１ 交付限度額の算定方法
臨時交付金
予算総額１兆円

地方単独事業 国庫補助事業
（地方
　負担分） （国費分）

（都道府県分）

国庫補助事業の地方負担額に
基づき、交付限度額を算定

人口、財政力、
新型コロナウイルスの感染状況等
に基づき、交付限度額を算定
(出所)　内閣府地方創生推進室・臨時交付金説明資料

（市町村分）

その他国庫補助事業

新型コロナウイルス感染症
緊急包括支援交付金
（厚生労働省）

1,600程度

1,500程度

（単位：億円）
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図２ 都道府県分における新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金・
単独事業分の交付限度額の算定方法

Ａ＝都道府県の区分
1.2：特定警戒都道府県
1.1：新型コロナウイル
　 ス感染症の感染者の
　 数の人口に対する割
　 合が全国平均を超え
　 た都道府県
1.0：その他の都道府県

Ｂ＝新型コロナウイルス感染症患者が大幅に増えた場合に推計されるピーク
　時の医療需要に係る係数
算式（ａ＋ｂ＋ｃ）／3
ａ：ピーク時において1 日あたり新たに新型コロナウイルス感染症を疑って
　外来を受診する患者数に係る指数
ｂ：ピーク時において1 日あたり新たに新型コロナウイルス感染症で入院治
　療が必要な患者数に係る係数
ｃ：ピーク時において1 日あたり新たに新型コロナウイルス感染症で重症者
　として治療が必要な患者数に係る係数

α・β：内閣総理大臣が別に定める乗率（総額に合わせつけ
るための調整係数）

4,800円×人口×（0.5×Ａ×Ｂ×α＋0.5×Ｃ×β）×Ｄ

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた
地域経済、住民生活の支援等の事業に充当

Ｃ＝地方交付税法第13条第４項第１号に規定する段
　階補正に係る係数に準じて、超過累退又は超過累
　進の方法によって算定した数値を当該率を用いな
　い率で算定した数値で除して得た数値
→人口170万人を１とし、それを超えると逓減し、そ
　れを下回ると逓増するように定めている

新型コロナウイルス感染症に対する対応
（感染拡大の防止策、医療提供体制の整備）

Ｄ＝（1.18－財政力指数）×
　0.8＋0.2（1.18－財政力指
　数）が零を下回る場合には、
　零とする。
→財政力指数による割落とし

(出所)　「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金制度要綱」より作成

図３ 市町村分における新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金・単
独事業分の交付限度額の算定方法

Ａ＝市町村の区分
1.2：特定警戒都道府県とされた都道府県
　 の区域内の市町村
1.1：新型コロナウイルス感染症の感染者
　 の数の人口に対する割合が全国平均を
　 超えた都道府県の区域内の市町村
1.0：その他の都道府県の区域内の市町村

Ｂ
1.2：保健所設置市及び特別区
1.0：その他の市区町村

α・β＝内閣総理大臣が別に定める乗率
（総額に合わせつけるための調整係数）

4,800円×人口×（0.3×Ａ×Ｂ×α＋0.7×Ｃ×β）×Ｄ

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた
地域経済、住民生活の支援等の事業に充当

Ｃ＝地方交付税法第13条第４項第１号に規定する段
　階補正に係る係数に準じて、超過累退又は超過累
　進の方法によって算定した数値を当該率を用いな
　い率で算定した数値で除して得た数値
→人口10万人を１とし、それを超えると逓減し、そ
　れを下回ると逓増するように定めている

新型コロナウイルス感染症に対する対応
（感染拡大の防止策、医療提供体制の整備）

Ｄ＝（1.20－財政力指数）×
　0.8＋0.2（1.20－財政力指
　数）が零を下回る場合には、
　零とする。
→財政力指数による割落とし

(出所)　「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金制度要綱」より作成
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医
療
提
供
体
制
の
整
備
）」
と
後
半
の
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
拡
大
の
影
響
を
受
け
た
地
域
経
済
、
住
民
生
活
の
支
援
等
の

事
業
に
充
当
」
に
区
分
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
ウ
エ
イ
ト
は
０
・
５

ず
つ
で
あ
る
。
前
半
は
、
特
定
警
戒
都
道
府
県
に
指
定
を
受
け
て

い
る
か
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
の
割
合
が
全
国
平
均
を

上
回
っ
た
場
合
に
割
り
増
し
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
患
者
が
大
幅
に
増
え
た
場
合
に
推
計
さ
れ
る

ピ
ー
ク
時
の
医
療
需
要
を
勘
案
し
て
、
割
り
増
し
が
か
け
ら
れ
て

い
る
。
後
半
は
、
人
口
に
段
階
補
正
を
乗
じ
た
も
の
で
あ
る
。
前

半
に
は
段
階
補
正
が
適
用
さ
れ
ず
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
対
策
の
財
政
需
要
を
客
観
的
に
捕
捉
す
る
趣
旨
で
あ
る
と
い
え

る
。
ま
た
、
算
定
式
の
最
後
の
部
分
で
財
政
力
補
正
が
適
用
さ
れ
、

財
政
力
の
高
い
団
体
は
割
落
と
さ
れ
て
い
る
。
も
っ
と
も
不
交
付

団
体
で
も
交
付
さ
れ
る
よ
う
に
算
定
さ
れ
て
い
る
。

図
３
の
市
町
村
分
も
、
同
じ
よ
う
に
前
半
部
分
と
後
半
部
分
に

分
け
ら
れ
て
い
る
が
、
そ
の
割
合
は
、
０
・
３
と
０
・
７
で
あ
っ

て
、
都
道
府
県
に
比
べ
て
後
半
の
方
が
手
厚
く
な
っ
て
い
る
。
そ

れ
は
市
町
村
よ
り
も
都
道
府
県
の
方
が
医
療
や
保
健
等
に
か
か
る

財
政
支
出
が
大
き
い
実
態
を
反
映
し
た
も
の
と
い
え
る
。
た
だ
し
、

一
般
市
町
村
に
対
し
て
保
健
所
設
置
市
で
は
、
当
然
、
保
健
関
係

の
支
出
が
大
き
い
の
で
、
そ
の
割
り
増
し
分
が
反
映
さ
れ
て
い
る
。

図
２
と
図
３
で
、
α
と
β
は
内
閣
総
理
大
臣
が
別
に
定
め
る
乗

率
（
総
額
に
合
わ
せ
つ
け
る
た
め
の
調
整
係
数
）
と
し
た
が
、
５

月
１
日
付
の
内
閣
府
地
方
創
生
推
進
室
か
ら
の
事
務
連
絡
に
よ
る

と
、
そ
れ
ぞ
れ
の
数
値
は
、
次
の
よ
う
に
設
定
さ
れ
て
い
る
。

〔都
道
府
県

〕

α
＝
０
．８８４７７８７８３

β
＝
１
．００９００８２１８

〔市
町
村

〕

α
＝
０
．９３２２４５２５５

β
＝
１
．１０８２９９９８１

５
月
１
日
の
制
度
要
綱
の
通
知
に
あ
わ
せ
て
、
団
体
別
の
交
付

限
度
額
の
通
知
も
行
わ
れ
て
い
る
。
市
町
村
分
が
合
計
で
３
５
３

０
億
円
、
都
道
府
県
分
合
計
も
当
初
は
同
額
で
あ
っ
た
。
後
に
算

定
上
の
ミ
ス
が
判
明
し
、
修
正
し
た
結
果
、
都
道
府
県
分
は
３
５

５
４
億
円
に
増
え
て
い
る
。
こ
の
先
、
自
治
体
の
実
施
計
画
の
策

定
と
申
請
手
続
き
が
あ
る
が
、
１
兆
円
の
う
ち
、
７
０
８
４
億
円

の
交
付
が
、
事
実
上
、
決
ま
っ
た
こ
と
と
な
る
。

第
２
次
交
付
で
は
、
国
庫
補
助
事
業
の
裏
負
担
分
が
対
象
と
な

る
が
、「
感
染
拡
大
防
止
策
や
医
療
提
供
体
制
の
整
備
に
関
す
る

別
表
１
の
事
業
」
と
「
雇
用
維
持
・
継
続
事
業
や
、
経
済
活
動
の

回
復
、
強
靱
な
経
済
構
造
の
構
築
に
関
す
る
別
表
２
の
事
業
」
に
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分
か
れ
て
お
り
、
算
定
率
は
、
前
者
に
つ
い
て
は
１
・
０
、
後
者

に
つ
い
て
は
０
・
８
と
さ
れ
て
い
る
。

３

使
途

制
度
要
綱
の
公
表
に
あ
わ
せ
て
、「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
対
応
地
方
創
生
臨
時
交
付
金

Ｑ
＆
Ａ
（
第
１
版
）」
が
示

さ
れ
て
い
る
。
事
業
対
象
で
は
、
用
地
取
得
や
貸
付
金
・
保
証
金

が
対
象
外
と
さ
れ
て
い
る
。
基
金
と
し
て
積
み
立
て
る
こ
と
は
で

き
な
い
が
、「
基
金
積
立
金
に
は
、
交
付
金
を
充
当
し
な
い
こ
と
。

た
だ
し
、
既
に
基
金
を
取
り
崩
し
て
交
付
対
象
と
な
る
事
業
を
実

施
し
て
お
り
、
後
か
ら
交
付
金
を
当
該
事
業
に
充
当
す
る
場
合
で
、

地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
財
源
振
替
処
理
に
よ
り
、
交
付
金
が
基

金
の
積
み
立
て
で
は
な
く
当
該
事
業
に
支
出
さ
れ
た
形
と
な
る
場

合
は
差
し
支
え
な
い
」
と
さ
れ
て
い
る
。

職
員
人
件
費
に
つ
い
て
は
対
象
と
な
ら
な
い
が
、「
た
だ
し
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応
の
た
め
の
体
制
拡
充
等
及
び

雇
い
止
め
又
は
内
定
取
消
し
に
あ
っ
た
者
等
の
一
時
的
な
雇
用
等

に
必
要
と
な
る
も
の
（
任
期
の
定
め
の
な
い
常
勤
職
員
の
給
料
分

を
除
く
）
は
こ
の
限
り
で
な
い
」
と
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
雇
い

止
め
や
内
定
取
消
し
に
あ
っ
た
者
等
の
雇
用
に
つ
い
て
は
「
地
方

公
共
団
体
に
お
い
て
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
の
防
止
、

感
染
拡
大
の
影
響
を
受
け
て
い
る
地
域
経
済
・
住
民
生
活
を
支
援

し
地
方
創
生
を
図
る
た
め
に
新
た
に
発
生
し
た
業
務
へ
対
応
す
る

た
め
の
雇
用
や
、
既
存
の
職
員
が
上
記
の
業
務
に
従
事
す
る
こ
と

に
伴
い
、
代
わ
り
に
既
存
の
業
務
に
対
応
す
る
た
め
の
雇
用
な
ど
、

本
交
付
金
の
趣
旨
に
沿
っ
た
業
務
に
何
ら
か
関
連
し
た
業
務
の
増

加
へ
の
対
応
で
あ
る
こ
と
を
想
定
し
て
い
る
」
と
し
て
、
雇
用
さ

れ
る
者
が
行
う
べ
き
業
務
に
つ
い
て
限
定
し
て
い
る
。

と
り
わ
け
、
注
意
し
た
い
の
は
次
の
３
つ
の
Ｑ
＆
Ａ
で
あ
る
。

Ｑ
９‥

国
の
給
付
金
へ
の
上
乗
せ
に
交
付
金
を
使
用
す
る
こ
と
は

可
能
か
。

Ａ‥

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
へ
の
対
応
と
し
て
効
果
的
な

対
策
で
あ
り
、
地
域
の
実
情
に
合
わ
せ
て
必
要
な
事
業
で
あ

れ
ば
、
原
則
と
し
て
使
途
に
制
限
は
な
い
。
た
だ
し
、
内
閣

府
と
し
て
は
、
限
ら
れ
た
財
源
の
中
で
、
で
き
る
だ
け
効
果

の
高
い
施
策
と
な
る
よ
う
、
現
場
の
実
情
に
通
じ
た
各
地
方

公
共
団
体
な
ら
で
は
の
、
知
恵
と
工
夫
を
こ
ら
し
た
対
策
が

実
行
さ
れ
る
こ
と
を
期
待
し
て
い
る
。

Ｑ
１７‥

事
業
者
等
へ
の
休
業
補
償
は
対
象
と
な
る
か
。

Ａ‥

休
業
補
償
の
目
的
で
行
う
支
出
経
費
に
は
、
交
付
金
を
充
当

し
な
い
こ
と
。
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Ｑ
１８‥

休
業
要
請
を
行
っ
た
事
業
者
等
へ
の
い
わ
ゆ
る
「
協
力
金
」

や
家
賃
補
助
は
対
象
と
な
る
か
。

Ａ‥
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
へ
の
対
応
と
し
て
効
果
的
な

対
策
で
あ
り
、
地
域
の
実
情
に
合
わ
せ
て
必
要
な
事
業
で
あ

れ
ば
、
い
わ
ゆ
る
協
力
金
や
家
賃
補
助
も
含
め
、
原
則
と
し

て
使
途
に
制
限
は
な
い
。
た
だ
し
、
内
閣
府
と
し
て
は
、
限

ら
れ
た
財
源
の
中
で
、
で
き
る
だ
け
効
果
の
高
い
施
策
と
な

る
よ
う
、
現
場
の
実
情
に
通
じ
た
各
地
方
公
共
団
体
な
ら
で

は
の
、
知
恵
と
工
夫
を
こ
ら
し
た
対
策
が
実
行
さ
れ
る
こ
と

を
期
待
し
て
い
る
。

Ｑ
９
で
、
給
付
金
の
上
乗
せ
に
つ
い
て
は
、
排
除
す
る
も
の
で

は
な
い
が
、
内
閣
府
と
し
て
は
、
施
策
の
活
用
事
例
を
示
し
て
い

る
よ
う
に
、
自
治
体
が
地
域
の
ニ
ー
ズ
を
き
め
細
か
く
く
み
上
げ
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
対
応
し
た
政
策
を
効
果
的
に
展

開
す
る
こ
と
を
期
待
し
て
い
る
の
で
、
国
の
給
付
金
の
上
乗
せ
は

そ
の
趣
旨
に
は
合
わ
な
い
と
消
極
的
で
あ
る
。

ま
た
、
Ｑ
１７
で
事
業
者
等
へ
の
休
業
補
償
と
は
、
臨
時
交
付
金

説
明
資
料
で
は
、「
事
業
者
等
に
対
す
る
施
設
の
使
用
の
制
限
、

催
物
の
開
催
の
制
限
等
の
要
請
・
指
示
に
伴
い
生
じ
る
損
失
を
補

償
す
る
目
的
で
行
う
」
も
の
と
さ
れ
て
お
り
、
そ
れ
に
は
充
当
で

き
な
い
と
し
て
い
る
。
そ
の
一
方
で
、
Ｑ
１８
の
よ
う
に
、
損
失
の

額
と
は
直
接
結
び
つ
か
な
い
か
た
ち
で
、
休
業
要
請
に
応
じ
た
事

業
者
へ
の
協
力
金
や
家
賃
補
助
に
つ
い
て
は
、
当
初
こ
そ
否
定
的

で
あ
っ
た
が
、
ふ
さ
わ
し
い
使
途
で
は
な
い
が
可
能
で
あ
る
と
い

う
趣
旨
で
、
消
極
的
な
か
た
ち
で
容
認
し
て
い
る
。

五

休
業
要
請
に
伴
う
協
力
金
の
支
給

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
（
い
わ
ゆ
る
特
措

法
）
に
基
づ
く
緊
急
事
態
宣
言
の
も
と
で
、
多
く
の
事
業
者
に
対

し
て
休
業
要
請
が
行
わ
れ
て
い
る
。
４
月
７
日
に
緊
急
事
態
宣
言

が
発
出
さ
れ
る
直
前
に
、
東
京
都
は
、
要
請
に
応
じ
て
休
業
や
営

業
時
間
の
短
縮
を
す
る
中
小
企
業
に
対
し
協
力
金
を
支
給
す
る
方

針
を
打
ち
出
し
た
。
特
措
法
は
、
休
業
要
請
を
す
る
こ
と
と
引
き

換
え
に
損
失
の
補
償
や
協
力
金
等
の
交
付
を
行
う
こ
と
は
前
提
と

さ
れ
て
い
な
い
が
、
東
京
都
は
単
独
施
策
と
し
て
実
施
す
る
方
針

を
打
ち
出
し
た
。

４
月
１０
日
の
菅
義
偉
官
房
長
官
の
記
者
会
見
で
は
「
休
業
要
請

の
範
囲
に
つ
い
て
は
、
国
と
東
京
都
が
感
染
拡
大
へ
の
危
機
感
を

共
有
し
な
が
ら
綿
密
に
協
議
を
行
っ
て
き
た
結
果
と
し
て
、
本
日
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の
東
京
都
の
休
業
要
請
の
公
表
に
至
っ
た
も
の
で
あ
り
ま
す
。
政

府
と
し
て
は
今
後
と
も
各
自
治
体
で
基
本
的
対
処
方
針
に
沿
っ
た

対
応
が
取
ら
れ
る
よ
う
、
都
道
府
県
と
緊
密
に
連
携
し
て
ま
い
り

た
い
と
思
い
ま
す
。
ま
た
感
染
拡
大
防
止
協
力
金
に
つ
い
て
は
、

東
京
都
が
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
東
京
都
の
責
任
に
お
い
て
実
施

す
る
も
の
、
こ
う
い
う
ふ
う
に
考
え
て
お
り
ま
す
」
と
述
べ
て
お

り
、
協
力
金
の
支
給
は
東
京
都
の
判
断
と
の
見
方
を
示
し
た
。

不
交
付
団
体
で
あ
る
東
京
都
に
は
可
能
で
あ
っ
て
も
、
そ
の
他

の
道
府
県
で
は
、
財
政
力
に
限
り
が
あ
り
、
と
て
も
東
京
都
と
同

じ
水
準
の
協
力
金
等
は
支
給
で
き
な
い
。
し
か
し
、
東
京
都
に
隣

接
す
る
首
都
圏
の
県
で
は
、
事
業
者
か
ら
同
じ
よ
う
な
措
置
を
求

め
て
不
満
が
噴
き
出
す
こ
と
に
な
り
、
そ
の
対
処
に
苦
慮
す
る
こ

と
と
な
っ
た
。
臨
時
交
付
金
に
つ
い
て
は
、
休
業
補
償
に
は
使
え

な
い
と
し
て
お
り
、
協
力
金
に
つ
い
て
も
、
当
初
は
否
定
的
で

あ
っ
た
。
そ
の
一
方
で
、
全
国
知
事
会
は
、
休
業
要
請
を
す
る
場

合
に
は
補
償
を
行
う
よ
う
に
求
め
て
お
り
、
発
症
者
の
多
い
府
県

の
知
事
か
ら
は
、
特
に
強
く
求
め
る
声
が
上
が
っ
て
い
た
。

そ
の
後
、
多
く
の
道
府
県
で
休
業
要
請
が
広
が
り
、
そ
れ
に
あ

わ
せ
て
協
力
金
の
支
給
を
決
め
る
動
き
が
顕
著
に
な
る
な
か
で
、

４
月
１９
日
に
な
っ
て
、
国
は
方
針
を
転
換
し
、
西
村
康
稔
経
済
再

生
担
当
相
は
、
臨
時
交
付
金
を
協
力
金
に
充
て
る
こ
と
を
認
め
る

と
表
明
し
た
。
前
節
で
紹
介
し
た
よ
う
に
、
Ｑ
＆
Ａ
で
消
極
的
な

が
ら
認
め
て
い
る
の
は
そ
の
よ
う
な
背
景
か
ら
で
あ
る
。

休
業
要
請
に
伴
う
協
力
金
の
対
象
、
金
額
、
名
称
な
ど
は
都
道

府
県
に
よ
っ
て
異
な
っ
て
い
る
。
臨
時
交
付
金
の
充
当
が
可
能
に

な
っ
た
こ
と
で
、
４
月
２３
日
の
時
点
で
は
、
休
業
要
請
を
行
う
都

道
府
県
の
９
割
弱
が
協
力
金
の
支
給
を
予
定
し
て
い
る
が
、
す
べ

て
の
県
で
は
な
い
。
ま
た
、
大
阪
府
で
は
金
額
は
東
京
と
同
じ
で

あ
る
が
、
府
と
市
町
村
が
費
用
負
担
を
折
半
す
る
か
た
ち
を
と
り
、

市
町
村
が
協
力
し
な
け
れ
ば
府
分
の
半
額
の
み
の
支
給
と
な
る
。

休
業
要
請
を
す
る
以
上
、
当
然
、
協
力
金
等
が
支
給
さ
れ
る
べ

き
で
あ
る
と
い
う
考
え
方
は
、
特
措
法
で
は
想
定
し
て
い
な
い
も

の
の
、
多
く
の
都
道
府
県
で
進
め
た
こ
と
で
、
定
着
し
た
感
が
あ

る
。
臨
時
交
付
金
と
い
う
財
源
も
あ
る
の
で
、
無
理
を
す
れ
ば
支

給
も
不
可
能
で
は
な
い
と
い
う
状
況
で
あ
る
。
も
っ
と
も
、
緊
急

事
態
宣
言
は
、
当
初
５
月
６
日
で
終
了
す
る
は
ず
で
あ
っ
た
が
、

延
長
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
休
業
を
要
請
す
る
期
間
も
、
都
道
府

県
に
よ
っ
て
ば
ら
つ
き
は
あ
る
が
、
延
長
を
決
定
す
る
と
こ
ろ
が

多
い
。
そ
う
な
る
と
、
延
長
す
る
な
ら
ば
協
力
金
も
積
み
増
す
の

か
、
と
い
う
声
は
当
然
あ
が
っ
て
く
る
。
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そ
う
し
た
な
か
で
、
５
月
５
日
、
東
京
都
は
緊
急
事
態
宣
言
の

延
長
に
伴
う
対
応
策
を
発
表
し
、
そ
の
な
か
で
休
業
や
営
業
時
間

短
縮
の
要
請
を
継
続
し
、
応
じ
た
事
業
者
に
対
し
て
感
染
防
止
協

力
金
の
追
加
支
給
を
す
る
方
針
を
打
ち
出
し
た
。
一
方
、
交
付
団

体
で
あ
る
他
の
道
府
県
で
は
、
東
京
都
と
同
水
準
の
こ
と
を
行
う

財
政
的
余
力
は
ほ
と
ん
ど
な
い
。

全
国
市
長
会
と
全
国
町
村
会
は
、
４
月
２２
日
に
「
医
療
提
供
体

制
の
確
保
と
『
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応
地
方
創
生
臨

時
交
付
金
（
仮
称
）』
の
拡
充
等
を
求
め
る
緊
急
提
言
」
を
行
っ

て
お
り
、
そ
の
な
か
で
、「
全
国
の
都
道
府
県
及
び
市
町
村
に
お

い
て
は
、
こ
れ
ま
で
も
国
の
支
援
措
置
と
は
別
に
、
各
地
域
の
実

情
に
即
し
、
独
自
に
感
染
拡
大
防
止
の
た
め
営
業
の
自
粛
要
請
等

を
行
い
、
飲
食
店
等
に
対
し
、
協
力
金
を
支
給
し
て
い
る
と
こ
ろ

で
あ
り
、
こ
の
財
源
と
し
て
『
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対

応
地
方
創
生
臨
時
交
付
金
（
仮
称
）』
を
充
当
す
る
こ
と
が
想
定

さ
れ
て
い
る
。／
今
後
、
こ
の
取
組
は
更
に
拡
大
す
る
状
況
で
あ

る
の
で
、
こ
の
臨
時
交
付
金
の
総
額
を
大
幅
に
増
額
す
る
こ
と
。」

と
、
臨
時
交
付
金
の
拡
大
を
要
請
し
て
い
る
。

与
野
党
に
は
、
事
業
者
に
対
す
る
家
賃
補
助
に
関
す
る
強
い
要

請
も
あ
り
、
臨
時
交
付
金
の
拡
充
と
と
も
に
、
自
治
体
の
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
に
関
す
る
財
源
の
拡
充
を
求
め
る
声
は
大
き

い
。
東
京
都
の
休
業
要
請
期
間
の
延
長
に
伴
う
協
力
金
の
追
加
支

給
は
、
そ
う
し
た
動
き
を
刺
激
す
る
可
能
性
が
あ
る
。

と
こ
ろ
で
、
前
節
で
示
し
た
、
臨
時
交
付
金
の
交
付
限
度
額
の

算
定
式
に
照
ら
せ
ば
、
そ
も
そ
も
事
業
者
へ
の
休
業
要
請
に
対
す

る
協
力
金
等
を
支
給
す
る
こ
と
を
前
提
と
し
た
財
政
需
要
の
測
定

に
な
っ
て
い
な
い
こ
と
に
注
意
す
べ
き
で
あ
る
。
人
口
を
基
本
に
、

感
染
者
数
が
多
い
こ
と
で
割
り
増
す
よ
う
な
か
た
ち
に
な
っ
て
い

る
の
で
、
結
果
的
に
大
都
市
圏
の
自
治
体
で
手
厚
く
配
分
さ
れ
る

よ
う
に
な
っ
て
い
る
が
、
協
力
金
だ
け
で
、
臨
時
交
付
金
を
上
回

る
と
い
う
の
は
、
臨
時
交
付
金
の
趣
旨
か
ら
す
る
と
望
ま
し
い
と

は
い
え
な
い
。
無
論
、
一
般
財
源
で
あ
っ
て
、
そ
の
使
途
に
つ
い

て
は
、
一
定
の
枠
組
み
の
な
か
で
裁
量
権
が
認
め
ら
れ
て
い
る
財

源
で
あ
る
の
で
、
協
力
金
を
最
優
先
の
使
途
と
判
断
す
る
こ
と
は

あ
っ
て
も
い
い
が
、
多
く
の
自
治
体
が
そ
れ
に
倣
っ
て
し
ま
う
と
、

交
付
限
度
額
の
算
定
式
と
実
際
の
配
分
と
の
間
で
矛
盾
が
目
立
つ

こ
と
に
な
る
。

本
稿
執
筆
時
点
で
第
２
次
補
正
予
算
案
の
な
か
で
臨
時
交
付
金

を
積
み
増
す
動
き
が
報
道
さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
ど
の
よ
う
な
財

政
需
要
を
想
定
す
る
か
に
よ
っ
て
、
算
定
の
考
え
方
は
大
き
く
変
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わ
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
。

六

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
で
求
め
ら
れ
る

財
政
担
当
者
の
姿
勢

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
は
、
大
災
害
に
匹
敵
す
る
か
、
あ
る
い

は
そ
れ
以
上
の
被
害
を
も
た
ら
し
て
い
る
。
災
害
時
に
は
、
持
て

る
者
と
持
た
ざ
る
者
と
の
格
差
が
広
が
る
悲
劇
が
起
き
る
の
が
常

で
あ
る
が
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
も
、
ま
さ
に
そ

の
よ
う
な
悲
劇
を
も
た
ら
し
て
い
る
。
目
に
見
え
る
も
の
だ
け
で

な
く
見
え
な
い
悲
劇
も
少
な
く
な
い
。
そ
う
し
た
な
か
で
、
自
治

体
は
、
最
大
限
、
住
民
の
生
活
や
経
済
活
動
な
ど
を
守
る
た
め
に

力
を
尽
く
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

災
害
時
に
、
自
治
体
の
財
政
担
当
者
が
考
え
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
基
本
姿
勢
は
、
財
政
担
当
者
が
、
住
民
生
活
を
守
る
た
め
に
必

要
な
政
策
の
足
を
引
っ
張
ら
な
い
こ
と
で
あ
る
。
と
き
に
は
、
財

政
担
当
者
が
前
の
め
り
に
な
っ
て
、
事
業
担
当
課
の
背
中
を
押
す

く
ら
い
の
こ
と
が
あ
っ
て
も
よ
い
。

一
時
期
、
自
治
体
の
財
政
調
整
基
金
が
傾
向
と
し
て
増
え
て
い

る
こ
と
に
対
し
て
、
多
す
ぎ
る
と
批
判
の
声
が
上
が
り
、
そ
も
そ

も
地
方
財
政
措
置
が
過
剰
で
は
な
い
か
と
い
う
指
摘
を
受
け
た
こ

と
が
あ
っ
た
。
そ
の
際
、
財
政
調
整
基
金
は
何
の
た
め
に
造
成
し

て
い
る
の
か
が
問
わ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
筆
者
は
、
地
方
財
政

法
第
４
条
の
３
や
第
４
条
の
４
の
規
定
に
照
ら
す
と
、
基
金
は
、

個
別
法
に
規
定
の
あ
る
基
金
を
除
く
と
、
公
共
施
設
整
備
等
に
対

応
す
る
基
金
、
減
債
基
金
、
財
政
調
整
基
金
に
区
分
さ
れ
、
そ
れ

ぞ
れ
異
な
る
役
割
を
負
っ
て
い
る
。
そ
の
な
か
で
、
財
政
調
整
基

金
の
役
割
は
、
赤
字
決
算
を
避
け
る
た
め
の
基
金
で
あ
り
、
災
害

時
の
歳
入
減
と
歳
出
増
に
対
応
す
る
こ
と
が
主
た
る
役
割
で
あ
る

と
整
理
し
た
。

そ
れ
に
よ
れ
ば
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
で
は
、
財
政
担

当
者
は
、
財
政
調
整
基
金
を
大
き
く
切
り
崩
す
こ
と
も
辞
さ
な
い

と
い
う
覚
悟
を
示
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
仮
に
、
自
治
体
の
財

政
調
整
基
金
が
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
で
大
き
く
減
っ
た

も
の
の
、
自
治
体
の
め
ざ
ま
し
い
働
き
で
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
対
策
が
大
き
く
前
進
し
た
と
い
う
こ
と
に
な
れ
ば
、
自
治
体
の

財
政
調
整
基
金
の
正
当
性
が
証
明
さ
れ
た
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

財
政
調
整
基
金
は
、
災
害
に
備
え
る
と
い
う
正
当
な
理
由
が
あ
っ

て
造
成
し
た
と
い
う
根
拠
に
な
る
。

５
月
１
日
に
通
知
さ
れ
た
臨
時
交
付
金
の
使
途
に
対
し
て
、
Ｑ
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＆
Ａ
で
は
、
基
金
造
成
に
実
質
的
に
結
び
つ
け
る
な
と
注
意
喚
起

さ
れ
て
い
る
。
当
然
の
こ
と
で
あ
る
（
繰
越
事
業
は
あ
っ
て
も
よ

い
と
さ
れ
て
い
る
が
）。
財
政
担
当
者
と
し
て
戒
め
る
べ
き
こ
と

は
、
臨
時
交
付
金
の
範
囲
で
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
の
予

算
措
置
を
抑
え
込
も
う
と
す
る
こ
と
で
あ
る
。
真
に
必
要
な
政
策

を
実
施
し
た
結
果
と
し
て
、
臨
時
交
付
金
の
範
囲
で
お
さ
ま
っ
た

と
い
う
こ
と
な
ら
ば
よ
い
が
、
歳
入
の
制
約
で
歳
出
を
決
め
る
と

い
う
発
想
は
、
こ
の
際
、
望
ま
し
く
な
い
。

幸
い
に
年
度
当
初
で
あ
っ
て
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

拡
大
の
影
響
で
、
執
行
で
き
な
く
な
っ
た
予
算
も
あ
る
。
そ
れ
ら

を
組
み
替
え
れ
ば
、
臨
時
交
付
金
に
上
乗
せ
し
て
事
業
が
で
き
る

は
ず
で
あ
る
。
財
政
担
当
者
は
、
必
要
な
事
業
の
執
行
は
妨
げ
な

い
、
財
政
制
約
あ
り
き
で
は
な
い
、
と
い
う
方
針
で
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
対
策
に
の
ぞ
ん
で
ほ
し
い
。

そ
の
反
面
で
、
現
に
財
政
調
整
基
金
が
な
け
れ
ば
、
そ
う
し
た

強
気
の
姿
勢
を
示
す
こ
と
は
で
き
な
い
。
財
政
調
整
基
金
を
崩
し

て
で
も
と
い
い
な
が
ら
、
そ
れ
は
崩
せ
る
基
金
が
あ
っ
て
の
こ
と

で
あ
る
。
真
に
必
要
な
施
策
を
行
っ
た
が
、
そ
の
結
果
、
赤
字
決

算
に
な
っ
た
と
し
て
も
誰
も
褒
め
て
く
れ
な
い
。
首
長
が
意
気
盛

ん
で
、
次
々
と
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
を
打
ち
出
す
よ
う
な

場
合
、
財
政
担
当
者
と
し
て
、
そ
れ
に
で
き
る
限
り
付
き
合
う
と

し
て
も
、
平
時
モ
ー
ド
へ
の
財
政
の
「
出
口
戦
略
」
も
必
要
と
な

る
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
は
災
害
に
準
じ
る
対
応
で
あ
り
、

そ
れ
を
い
つ
ま
で
も
続
け
る
わ
け
に
は
い
か
な
い
。

自
治
体
の
な
か
に
は
、
財
政
運
営
に
行
き
詰
ま
り
を
み
せ
て
い

る
と
こ
ろ
が
散
見
さ
れ
る
。
一
時
期
に
比
べ
る
と
、
該
当
事
例
が

ず
い
ぶ
ん
増
え
て
き
た
印
象
で
あ
る
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対

応
が
な
く
て
も
収
支
が
均
衡
せ
ず
に
、
財
政
調
整
基
金
が
減
る
一

方
の
団
体
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
の
財
源
は
、
も
っ

ぱ
ら
臨
時
交
付
金
頼
み
と
な
る
。
そ
う
な
る
と
、
臨
時
交
付
金
の

範
囲
で
対
策
費
を
抑
え
込
み
た
い
と
い
う
マ
イ
ン
ド
に
な
る
。
財

政
運
営
が
日
頃
か
ら
安
定
し
て
い
な
け
れ
ば
、
危
機
対
応
が
十
分

に
で
き
な
い
こ
と
を
改
め
て
肝
に
銘
じ
る
必
要
が
あ
る
。

七

今
後
の
地
方
財
政
措
置

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
へ
の
財
政
的
な
対
応
と
は
別
に
、

今
後
の
財
政
運
営
で
は
、
不
安
な
要
素
が
多
い
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大
に
よ
っ
て
、
経
済
情
勢
が
大
き
く
悪
化
し
、

国
税
・
地
方
税
の
大
幅
な
落
ち
込
み
が
予
想
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
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ま
ず
は
、
令
和
元
年
度
の
決
算
対
策
で
あ
る
。
３
月
決
算
の
企

業
の
業
績
は
、
今
年
１
〜
３
月
の
第
４
四
半
期
の
経
済
活
動
の
停

滞
の
影
響
を
確
実
に
受
け
て
い
る
。
法
人
関
係
税
の
落
ち
込
み
が

予
想
さ
れ
る
。
減
収
補
塡
債
の
発
行
実
績
が
ほ
と
ん
ど
な
か
っ
た

自
治
体
で
も
、
令
和
元
年
度
決
算
に
関
し
て
は
減
収
規
模
が
大
き

く
、
検
討
せ
ざ
る
を
得
な
い
こ
と
も
あ
る
だ
ろ
う
。
も
っ
と
も
不

交
付
団
体
の
場
合
に
は
、
減
収
補
塡
債
は
資
金
繰
り
の
意
味
し
か

な
い
の
で
、
財
政
調
整
基
金
で
対
応
せ
ざ
る
を
得
な
い
。
不
交
付

団
体
は
交
付
団
体
に
比
べ
て
税
収
の
落
ち
込
み
の
影
響
が
直
撃
す

る
の
で
、
財
政
調
整
基
金
が
そ
れ
だ
け
必
要
に
な
る
。

令
和
２
年
度
も
地
方
税
収
の
落
ち
込
み
は
大
き
い
と
予
想
さ
れ

る
。
同
様
に
減
収
補
塡
債
の
発
行
等
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
可
能
性

も
あ
る
。
減
収
補
塡
債
は
、
対
象
と
な
る
税
目
が
限
ら
れ
て
お
り
、

地
方
消
費
税
は
対
象
で
は
な
い
が
、
そ
の
落
ち
込
み
が
相
当
大
き

く
な
っ
た
場
合
、
制
度
的
な
対
応
が
必
要
と
な
る
局
面
も
予
想
さ

れ
る
。
地
方
税
収
の
落
ち
込
み
で
財
政
運
営
が
逼
迫
す
る
と
予
想

さ
れ
る
自
治
体
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
が
終
わ
っ
た

時
点
で
、
年
度
途
中
で
歳
出
予
算
の
大
幅
な
組
み
替
え
等
を
検
討

せ
ざ
る
を
得
な
い
。

令
和
元
年
度
と
２
年
度
の
国
税
収
入
の
落
ち
込
み
は
、
交
付
税

原
資
を
細
ら
せ
る
こ
と
に
な
る
。
交
付
税
特
別
会
計
の
決
算
対
策

が
必
要
と
な
る
。
そ
こ
で
穴
が
空
い
た
部
分
は
、
こ
れ
ま
で
の
通

例
で
は
、
将
来
の
交
付
税
財
源
で
調
整
す
る
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、

交
付
税
特
別
会
計
に
直
入
さ
れ
る
地
方
法
人
税
の
落
ち
込
み
は
、

交
付
税
特
別
会
計
に
い
わ
ば
マ
イ
ナ
ス
の
剰
余
金
を
計
上
す
る
こ

と
と
な
り
、
そ
れ
が
臨
時
財
政
対
策
債
の
発
行
所
要
額
に
影
響
を

与
え
る
懸
念
も
あ
る
。

し
ば
ら
く
す
る
と
基
本
方
針
が
定
め
ら
れ
、
令
和
３
年
度
の
予

算
編
成
が
動
き
出
す
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
が
長
く
続

く
と
す
れ
ば
、
経
済
の
早
期
回
復
は
望
め
ず
、
国
税
・
地
方
税
の

減
収
が
令
和
３
年
度
の
地
方
財
政
対
策
に
影
を
落
と
す
こ
と
に
な

る
。
そ
う
し
た
事
態
を
少
し
で
も
緩
和
す
る
た
め
に
も
、
い
ま
、

徹
底
し
た
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
を
行
っ
て
経
済
の
Ｖ
字
回

復
を
期
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
そ
れ
で
も
財
政
運
営
と
い
う

意
味
で
は
、
中
期
的
に
は
厳
し
い
状
況
が
続
く
こ
と
が
予
想
さ
れ

る
。
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